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研究成果の概要（和文）：わが国の農業と農村社会は密接な関係をもって展開してきたが、経済成長を経て変貌
を遂げた。双方の関係は希薄化し、切断する場面も認められるようになった。本研究はこの事実に注目し、農業
と農村社会の相互関係とその変化を詳細に分析することを目的とするものである。とくに農業が農村社会から分
離する傾向が生じることを想定し、かかる状況下で農業が発展する可能性を検討することに関心を払った。
具体的な動きは地域によって異なることから、テーマに関する理論的な検討を踏まえ、北海道、東北、中国地方
における国内調査とドイツ、タイ、韓国における調査を実施し、地域類型に留意して実態分析を行った。

研究成果の概要（英文）：Agriculture in Japan has developed in close relationship with rural society,
 but each has undergone a major transformation through economic growth after 1960's. The 
relationship between agriculture and rural society has changed, and become weaker and even cut off. 
The purpose of this research is to focus on this fact and to analyze in detail the 
interrelationships between agriculture and rural society and their changes. In particular, assuming 
that agriculture would tend to separate itself from rural society, we paid great attention to 
examining the possibilities for agriculture to develop under such circumstances.
Specific events differ greatly depending on the region. Therefore, based on a theoretical 
examination of the theme, we conducted domestic surveys in Hokkaido, Tohoku, and Chugoku regions, as
 well as surveys in Germany, Thailand, and South Korea, and analyzed the actual conditions while 
paying attention to regional patterns.

研究分野： 農業経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
農業と伝統的農村社会の密接な関係については、主に歴史学の観点から論じられてきたが、本研究では、短期の
変化や事象を詳しく分析するために経済学、経営学の観点からのアプローチを試みた。また、国内と海外の調査
研究をつうじて、農業と農村社会の関係についてのバリエーションをとらえ、さらに農村社会から分離した農業
経営展開の可能性を検討した。
わが国の農業政策はこのテーマに関するスタンスを変化させつつ、近年は農業と農村社会の関係を強化する方向
を強く打ち出している。本研究の成果は、このような政策の妥当性を問うとともに、農業と農村社会の将来像を
描くための知見を提供する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 

日本農業と農村社会の関係についての認識は時代とともに変転した。1950 年代には農業近代化

の桎梏として伝統的な農村社会を否定的にとらえる見解が主流をなしたが、1970 年代以降は、農

業・農村が抱える諸問題の解決を農村社会に期待する傾向が強まった。農村社会に対する評価の

転換は 1970 年代後半からの地域農政にも影響を及ぼした。2000 年代に入ると「車の両輪として

の産業政策と地域政策」が農政の基本方針に掲げられ、農業と農村社会の関係を再強化する方向

が打ち出されている。 

他方、日本の農家家族は多世代同居、男子単独相続等の外形的特徴を最近まで維持してきたが、

1990 年代以降、急激に変貌している。農家家族の変化は農村社会に影響し、都府県の集落は、農

業を営む家族ではなく、農地を所有する家族によって構成される団体へとその性格を変えた。 

地権者集団たる集落を基礎とする農村社会と、一部に企業を含む多様な主体によって営まれる

農業経営が、どのような相互関係をもち、あるいは関係を切断するのかが本研究の基本的な問題

意識である。「車の両輪」を掲げる農政は安定的な相互関係を前提としているが、その根拠は薄

弱だ。農業を営む農家によって構成される農村社会という構図は過去のものとなり、農業経営と

農村社会の関係についての新たな体系的認識を迫られており、その最も先鋭的な場面に農村社会

から分離した農業経営が登場している。 

 

２．研究の目的 

わが国の農業と農村社会の関係は変化し、「切断」と思われるような事象も散見される。本研

究は、この事実に注目し、農業と農村社会の相互関係とその変化を詳細に分析することを目的と

するものである。とくに農業経営が農村社会から分離する傾向に注目し、かかる状況下で農業と

農村社会が発展する可能性を検討することに大きな関心を払った。 

わが国における農業と農村社会の密接な関係については自明の事実であったためか、その解明

を前面に据える研究は意外に少ない。本研究では、わが国における農業経営と農村社会の関係に

ついて近年の特徴的な動向を把握するとともに、経済学や経営学の観点からそれらを分析するた

めの理論的枠組みを検討した。また、このテーマに関わる海外諸国の動向を把握し、わが国との

比較によって新たな知見を得ることを目的とした。 

 

３．研究の方法 

農業と農村社会の関係は時代と地域によって非常に多様である。国内の主要農業地域のうち北

海道・東北・中国といった諸地域を取り上げ、農村社会から農業経営が分離する傾向に注目しな

がら各地の動向を把握、分析した。韓国・タイ・ドイツといった諸外国についても、農業と農村

社会の相互関係に関する特徴的な動きとそれに対応した農業政策・農村政策に注目し、現地調査

を含む分析を行った。そして、実態分析の結果を認識し、将来展望を描くため、取引費用論およ

びゲーム論の観点からこのテーマに関わる理論的な枠組みを検討した。 

 

４．研究成果  

本研究の全体は、(1)研究課題に関する理論的検討、(2)わが国農業と農村社会の関連と近年の

動き、(3)海外における農業と農村社会の関連、の 3つからなる。以下にその要点を記す。 

 

（1）研究課題に関する理論的検討 

 わが国の農業と伝統的農村社会との密接な関係については、従来、主に歴史学的な観点から論

じられてきたが、ここでは経済学、経営学の観点から短期的な変化や事象をとらえた。 

①わが国の農業と農村社会の一体性と農業政策 

 小規模な家族自営農業が持続すると、生産と生活が未分離の農村空間と農村社会が維持される。

生産と生活の近代化に関わる諸問題が発生するが、農村社会は、取引費用の節減を軸にこれに対



する効果的な対応を行いうる。農業経営の企業化の一方で農業からの廃業、土地持ち非農家化が

進んでも、農村社会を基礎に農協や農業委員会が加わる地域農業システムが、種々の共同組織の

設立とそのマネジメントの支援・監視、農地賃貸借の統制、臨時的農業雇用賃金の平準化等を実

現し、農業経営問題や生活問題の市場的解決、組織的解決に向けた仕組みが機能する。農業経営

の展開方向が企業化だけに限定されず、環境変化に応じて柔軟に方向を変えることが可能になる。

かかる柔構造システムを構築した点に農村社会を基礎とするわが国農業の特徴がある。 

しかし近年、農家を成員とする農村社会の衰退が著しい。「車の両輪」をうたう農政はシステム

の強化を目指しているが、農村社会の維持に向けた有効な施策やシステム転換の見通しは得られ

ておらず、袋小路に陥る可能性が高い。 

②村の経済分析 

もうひとつの理論問題として、村の自治組織としての機能低下が指摘される中、「合意に基づく

協力」により地域公共財の供給を担えるのかをゲーム理論に基づいて考察した。村の役割が地域

公共財の供給機能にあるとの立場から共有資源管理のメカニズムを検討した。 

繰り返しゲームや連結ゲームは村社会の構成メンバーである家が長期間固定し続けることを前

提としたモデルで、わが国の農村社会の特徴に適合する。これらのモデルは小農の利得最大化、

すなわち誰からも強制されない自主的な結びつき関係の戦略的選択という側面が強く、その意味

で「合意に基づく協力」と言える。地縁的結びつきの中で生産・生活を相互に支え、補完しあう

共同的枠組みの形成メカニズムを整理した。共同体によるトリガー戦略、しっぺ返し戦略による

ペナルティの効果は、共同体からの退出によって被る損害が大きいという前提なしには有効に機

能しない。市場経済の浸透や国家の政策介入、農家の異質化によってこの効果は次第に薄れ、農

家の共同体規範も薄れる。 

しかし農村では多くの問題が急浮上し、農村生活を支える地域公共財を供給すべき活動領域が

広がっている。ここで示した連結モデルに依拠すれば、地域公共財の供給を促すためには社会関

係資本を蓄積し、このスラックを最も効果の高い集合行為に振り向けるべきであり、連結ゲーム

が繰り広げられる農業ドメインと生活ドメインの範囲を拡大する必要がある。この時、長期固定

するプレーヤーを想定することはできず、プレーヤーが変動する中でいかに農業ドメインとの自

己拘束的な連結を図るのかが今後の理論的課題となる。 

他方、一部の農業生産者が地域公共財を供給しているならば、過小供給に陥り、その費用負担

が不公平になっている可能性がある。したがって、農業・農村に不可欠な地域公共財を供給する

ための制度設計の構築もオルタナティブな課題として浮上する。 

 

(2)わが国農業と農村社会の関連と近年の動き 

 東北、中国、北海道における農業と農村社会の関連および近年における特徴的な動きについて

調査研究を行った。 

 ①大規模借地経営の展開と出作先における農業資源保全管理―秋田県由利本荘市の事例研究― 

 農村社会から分離する可能性をもつ農業経営として、集落を超えて農地を集積する大規模借地

法人に注目した。調査対象は秋田県由利本荘市の稲作法人経営で、急速な経営耕地拡大を経て集

約化に転じた。従業員は法人所在集落の出身者ではなく、非農家出身者が多数を占める。 

 当法人が出作している 11 集落のうち政策を活用して資源保全作業を遂行している 8 集落を調

査した。一部では集落の要請に基づき法人従業員が保全活動に従事し、2 集落では中山間直接支

払の集落協定の事務局を法人が担当していた。他方、資源保全活動を中止する集落があり、法人

は借地を返還して撤退する意向だ。地権者による農地保全活動は法人経営にとって必須の条件で、

農地の外延拡大から集約化に転じたことを背景に、法人が集落を選別する動きが見られる。 

②大規模水田作経営と集落・地権者の関係―鳥取県を事例として― 

大区画圃場整備により地域資源管理が省力化された地域における集落営農法人を対象に、集落

から分離した農業経営が展開する可能性を問うた。調査対象は鳥取県東部の農事組合法人で、単



一集落の集落営農組織である。組合員 141 名の組合だが、組織運営と農作業は 8 名の理事が中心

である。ただし、機械作業ができない泥上げ作業については組合員家族のほか非組合員や非農家、

圃場整備未整備地区の地権者も従事し、集落から完全に自立するには至っていない。 

これとは別に、大規模水田作経営が展開する地域で、農地中間管理事業を活用した農地利用権

設定が進む地域を対象に農地所有者の意向をとらえ、農地所有者としての家族および地域資源管

理を担う基層（集落）と耕作者の関係の安定性を検証した。農地中間管理事業により 2 つの大規

模水田作法人経営に農地を集積し、借地交換による連坦化が進んでいる地域を対象にした。 

アンケート調査の結果、農地所有者の農業離れの傾向が強く、定年後の集落営農への参画のみ

ならず、地域資源管理作業への従事も危うい状況が判明した。農地の借り手の変更に際しても借

り手に対する関心が薄く、農地所有者の意識は従来のものとは大きく変わった。農地集積の一方

で地域農業に対する農地所有者の意識が希薄化するジレンマが生じている。 

  ③集落営農組織における集落外出身従業員の地域適応行動と課題 

集落営農組織が集落外出身の人材（従業員）に経営継承を進める状況を想定すると、地域との

関係構築や地域に対する意識醸成といった「地域適応」が重要な課題になる。これについて 4 事

例の調査研究を実施した。 

地域適応行動を①関係構築、②一般的な社会活動（飲み会への参加等）、③情報探索について把

握した結果、第 1 に、集落外出身の従業員でも組織側および従業員側の適切な行動により地域適

応が可能なこと、第 2に、事例間にかなりの差があることが明らかになった。 

④北海道農村における農事組合と新しい地域づくり活動の関係性の変容―北海道十勝管内芽室

町上美生地区の地域づくり活動を事例に― 

 北海道では農事組合を中心とする農村社会が形成されているが、農業経営の個別展開が強まる

なかで農事組合活動が停滞し、農村社会の活力低下につながっている。その中で地域づくり活動

の成果をあげている畑作・酪農地帯の上美生地区の調査研究を行った。当地区では中学校統廃合

問題への対応として移住者受入や山村修学を推進した。また撤退した A コープ店舗を借り受けて

商店を経営、さらに公共交通機関の不在を埋める自家用有償旅客運送事業を実施している。 

 移住者受入は有志組織「たらんぼの会」の取り組みで、タウン誌を発行する（株）メディアボ

ックスとの連携が注目される。後に移住者の住宅確保に対し町役場が支援に乗り出し、宿泊施設

を含む交流センターの建設や住宅分譲地造成につながった。移住者の中から地域づくりの担い手

が生まれ、新たな事業に取り組む NPO 法人が設立されている。 

 当地区では世帯単位に構成される農事組合のほかに自治組織が存在する。新たな地域づくり組 

織は個としての参加や意思表明に基づき、自治組織の系列で設立されている。農村社会を構成す

る従来組織の再編というよりも、それを上書きする形で地域づくり組織が展開している。 

 

(3)海外における農業と農村社会の関連 

 わが国と比較するために、農業と農村社会の関連についてドイツ、タイ、韓国における農業と

農業・農村政策に関する特徴的な動きを把握した。 

①ドイツの農業・農村における個別経営とネットワーク組織 

ドイツ農業では大型機械を使用するための組織が複数存在する。代表格のマシーネンリングは

市場原理に基づく農作業受委託システムで、農村社会の関与は希薄だ。他方、農村社会が深く関

わる農業機械組織も存在する。そのひとつがヘッセン州の機械利用協同組合で、降雨量が少ない

ために灌漑施設を敷設し、地域毎の水・農地連盟が水利権を集約している。同州では水利用と連

動して、移動式散水機等の農業機械の共同利用を行う協同組合を設立している。 

マシーネンリングについても、農作業に限らず、自治体からの委託により公共緑地や除雪など

の地域保全業務が増している点が注目される。除雪はもともと地域社会が行っていた作業で、マ

シーネンリングの事業と地域社会の関連を強める新たな契機となっている。 

事業の性格や変化により農業機械共同利用組織と地域社会の関連が生じる点が注目される。 



②タイ東北部におけるコミュニティ稲作グループによる共有財利用の意義と限界 

タイ政府は生産性の維持・向上を目的とする稲作農家の組織化政策を推進している。2000 年代

以降、GAP 認証や有機認証の取得によるコメの高付加価値生産や良質種籾の増産を目的としたコ

ミュニティ単位の稲作農家グループが多数組織された。そして 2016 年から、稲作生産性の向上に

向けた稲作農家の広域組織化政策（Large Land Plot of Rice: LLPR）を進めている。単一ないし

複数の行政村で設立した農家グループに対し、補助金や投入材、機械・設備等を供与する方式が

とられる。これらは農家間の共有財となり、共同機械利用や短期のローンサービス等、さまざま

な形で運用されている。 

タイ東北部コンケン県内の 4つの LLPR グループに関する調査の結果、種々の投入材や機械・設

備を受け取り、共有財を形成している状況が明らかとなった。稲の単収や生産費、グループによ

る GAP 認証取得や精米業者との MOU 締結等の取り組みを検討したが、LLPR への参加により稲作経

営の生産性、収益性が向上した事実は確認できなかった。 

2020 年以降に大型農業機械供与プログラムが開始されたが、専業コントラクタによる機械作業

の受託が浸透している中で稲作生産性向上の効果は判然としない。LLPR グループの活動状況を調

査したところ、メンバーであるかを問わず近隣農家から作業を受託する等、一般の農作業コント

ラクタと同様の事業を展開していた。 

政府提供の物財と運用益がグループ参加農家にとってアクセスが容易な共有財を産み出した。

これらを用いて絹織物製造や福祉、金融等の事業を立ち上げるグループの動きが注目される。 

③韓国における農業・農村政策の変遷 

韓国では、零細農業構造の改革に向けた農業構造政策が 1980 年代から本格化した。そのうち専

業農家育成事業、農業法人制度、トルニョク経営体育成事業を取り上げ、詳しく検討した。韓国

の農業構造政策は個別経営の規模拡大と零細な農家の組織化という枠組みをもつ。専業農家育成

を進めるなかで生じる農業者間の分断を農業法人の組織化によって埋めることを意図したが、共

同の内実を欠いた法人が多数を占めた。そこで段階的に共同事業の高度化を促すトルニョク経営

体育成事業に着手し、それなりに定着したものの、農業構造改革という点では十分な成果が得ら

れていない。 

農村政策については 1970 年代以降、地域の取り組みによる所得増大を目指すセマウル運動が展

開した。1990 年代には地方自治制度のスタートに伴って地域条件が重視されるようになり、2000

年代に入るとボトムアップ方式の農村マウル総合開発事業が始まった。ハードウェア中心の開発

政策から農村協約に基づく農村空間の計画的管理が重視されるようになり、農村新活力プラス事

業やマウル企業育成事業が推進されている。農業構造政策を推進するなかで表面化した農村人口

の減少や農村マウルの衰退に対し、持続可能な農業の維持、農村共同体の回復、農村空間の再整

備の課題を掲げ、これらに向けた対応を重視している。 

農業構造政策と農村社会政策を別系統の政策として展開してきた結果、双方が齟齬をきたす状

況が表面化し、農業の担い手と雇用労働力の不足、農村マウルの消滅等の問題が生じ、農業と農

村の総合的な整備が求められる状況が生じている。 

こうした政策動向を踏まえ、マウル活性化を目指す社会的企業の事例として全羅南道順天市と

慶尚南道咸安郡において事例研究を行った。農村地域でのマウル企業は農業経営の生産・加工・

販売を後押する事業を進め、自らの収益だけではなく農業経営とマウル住民の所得確保を図って

いる。マウル企業の事業に住民が参加することで共同体意識の回復にもつながる。 

マウル企業は農家と非農家を事業にとり込み、農村社会の持続性を強めることで、農業経営と

農村社会を結び付ける有力な主体となりうる。また、多くがマウル外部との連携関係をもつこと

から、都市住民・企業との交流チャネルとしての役割を果たすことが期待される。農業と農村に

関わる諸問題を解決する社会的企業としてマウル企業への注目が高まると予想される。 
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８．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況
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